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株式会社原価MAKER （単位：　円）

貸 借 対 照 表

2024年08月31日　現在

資産の部
【流動資産】

現 金 及 び 預 金 18,331,531

売 掛 金 13,029,500

前 払 費 用 93,483

流 動 資 産 合 計 31,454,514

【固定資産】

【有形固定資産】

工 具 器 具 備 品 466,657

減 価 償 却 累 計 額 -466,657

有 形 固 定 資 産 合 計 0

【無形固定資産】

ソ フ ト ウ ェ ア 17,908,000

無 形 固 定 資 産 合 計 17,908,000

【投資その他の資産】

長 期 前 払 費 用 238,205

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 238,205

固 定 資 産 合 計 18,146,205

【繰延資産】

創 立 費 161,520

繰 延 資 産 合 計 161,520

資 産 の 部 合 計 49,762,239

負債の部
【流動負債】

未 払 金 13,122,556

未 払 法 人 税 等 2,042,900

預 り 金 883,841

流 動 負 債 合 計 16,049,297

【固定負債】

長 期 借 入 金 22,528,000

固 定 負 債 合 計 22,528,000

負 債 の 部 合 計 38,577,297

純資産の部
【株主資本】

資 本 金 5,000,000

利 益 剰 余 金



株式会社原価MAKER （単位：　円）

貸 借 対 照 表

2024年08月31日　現在

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金 6,184,942

そ の 他 利 益 剰 余 金 合 計 6,184,942

利 益 剰 余 金 合 計 6,184,942

株 主 資 本 合 計 11,184,942

純 資 産 の 部 合 計 11,184,942

負債及び純資産の部合計 49,762,239
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株式会社原価MAKER

個 別 注 記 表

2023年09月01日 〜 2024年08月31日

１． この計算書類は、「中小企業の会計に関する指針」によって作成しています。

２． 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 　資産の評価基準及び評価方法
 (a) 　棚卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してい
ます。

(2) 　固定資産の減価償却の方法
 (a) 　有形固定資産
定率法を採用しています。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く。）並びに平成
２８年４月１日以降に取得した附属設備及び構築物については定額法を採用しています。
 (b) 無形固定資産
定額法を採用しています。

(3) 　引当金の計上基準
 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(4) 　その他計算書類の作成のための基本となる重要事項
 (a) 　消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

３． 貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　　　466千円

４． 株主資本等変動計算書に関する注記
　（１）当該事業年度の末日における発行済株式の数　500株
　（２）当該事業年度の末日における自己株式の数　0株


